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Ⅰ．実施の目的
狛江市では、狛江市第４次基本構想において、将来都市像「ともに創る 文化育む

まち ～水と緑の狛江～」とし、その実現に向けて、市が取り組む施策の方向性を定

めた「狛江市前期基本計画（以下「基本計画」という。）」を策定しています。

計画を円滑に推進するためには、ＰＤＣＡサイクル（計画（Ｐｌａｎ）・実行（Ｄｏ）・

評価（Ｃｈｅｃｋ）・改善（Ａｃｔｉｏｎ）のプロセスを順に実施し、継続的に業務を

改善するマネジメントサイクル）に沿った行政活動を行う必要があります。このうち、

評価（Ｃｈｅｃｋ）の部分を担う取組が「行政評価」であり、行政評価は、前年度に実

施した行政活動を振り返り、その進捗状況や課題等を把握・整理した上で、評価を行

い、その結果を以後の政策形成の参考とすることにより、効果的かつ効率的な展開を

図ることを目的とします。

狛江市が実施している行政評価は、「内部評価」と「外部評価」の２種類があり、今

回実施した「内部評価」は、前年度に実施した取組を対象として行政自らが評価を行

うものです。

計画

調査・課題分析を踏まえ、
計画の目的を関係者間で
共有するとともに、達成に
向けた具体的な計画を作
成する。

実行

計画に基づき、基本理念の
実現のため、様々な取組を
進める。

改善

評価の結果により、計画に
ついて必要な見直しを実
施する。

評価

地域の実態の把握と併せ、
取組の実績を点検・評価す
る。

行政評価
行政自らによる評価内部評価

市民の視点による評価外部評価



Ⅱ．評価対象
評価対象については、基本計画に対して、より最少経費・最大効果という経営的な

視点による評価を行っていくために、予算事業に絞り、前期基本計画の施策体系に照

らし合わせて評価を実施していくこととします。

原則、一般事務費等を除いた 510の予算事業のうち、事業にかかる事務費や評価に

そぐわないもの等を除き、294 事業を評価対象事業とします。

Ⅲ．評価について
各課において、所管する評価対象の事業の前年度の取組結果を記載し、その結果に

ついて、基本計画の施策体系図の内容や方向性に照らし合わせて、それぞれ４段階の

評価を行い、その後、企画財政部政策室で取りまとめ、市長を本部長とする「狛江市

行財政改革推進本部」にて、確認、最終決定を行いました。

なお、評価対象事業において、新型コロナウイルス感染症の影響により、事業の実

施ができなかったもの等については、評価を統一しているほか、複数の施策に跨る事

業については、事業内での取組の進捗状況等によって、位置付けられている施策体系

ごとで評価が異なるものがあります。

１．評価基準

※評価について「※」が付いているものについては、新型コロナウイルス感染症が評価

に影響したものです。

※新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業における「Ｃ」「Ｄ」評価については、

未実施であるが、その他検討等を行ったものを「Ｃ」、完全に未実施のものを「Ｄ」と

して評価します。

評価 評価基準内容

Ａ 進捗している

Ｂ
現状維持

（新型コロナウイルス感染症の影響により、事業を縮小したものを含む。）

Ｃ
あまり進捗していない

（新型コロナウイルス感染症の影響により、事業未実施のものを含む。）

Ｄ
進捗していない

（新型コロナウイルス感染症の影響により、事業未実施のものを含む。）



２．基本計画の体系図
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１ 人権が尊重され、市民が主役となるまち

２ 安心して暮らせる安全なまち

３ 活気にあふれ、にぎわいのあるまち

４ 子どもがのびのびと育つまち

７ 自然を大切にし、快適に暮らせるまち

５ いつまでも健やかに暮らせるまち

６ 生涯を通じて学び、歴史が身近に感じられるまち

８ 持続可能な自治体経営

施策１－①
◀方向性１
◀方向性２
◀方向性３
◀方向性４

施策１－②
◀方向性１
◀方向性２
◀方向性３

施策１－③
◀方向性１
◀方向性２

施策２－①
◀方向性１
◀方向性２
◀方向性３
◀方向性４

施策２－②
◀方向性１
◀方向性２
◀方向性３

施策３－①
◀方向性１
◀方向性２
◀方向性３

施策３－②
◀方向性１
◀方向性２
◀方向性３

施策３－③
◀方向性１
◀方向性２
◀方向性３
◀方向性４

施策３－④
◀方向性１
◀方向性２
◀方向性３
◀方向性４

施策４－①
◀方向性１
◀方向性２

施策４－②
◀方向性１
◀方向性２
◀方向性３
◀方向性４

施策４－③
◀方向性１
◀方向性２
◀方向性３
◀方向性４

施策４－④
◀方向性１
◀方向性２
◀方向性３

施策５－①
◀方向性１
◀方向性２
◀方向性３
◀方向性４

施策５－②
◀方向性１
◀方向性２
◀方向性３
◀方向性４

施策５－③
◀方向性１
◀方向性２
◀方向性３
◀方向性４

施策５－④
◀方向性１
◀方向性２
◀方向性３

施策５－⑤
◀方向性１
◀方向性２
◀方向性３

施策６－①
◀方向性１
◀方向性２
◀方向性３

施策６－②
◀方向性１
◀方向性２
◀方向性３
◀方向性４

施策６－③
◀方向性１
◀方向性２

施策７－①
◀方向性１
◀方向性２
◀方向性３
◀方向性４

施策7－②
◀方向性１
◀方向性２
◀方向性３
◀方向性４

施策７－③
◀方向性１
◀方向性２
◀方向性３
◀方向性４

施策７－④
◀方向性１
◀方向性２
◀方向性３

施策７－⑤
◀方向性１
◀方向性２
◀方向性３
◀方向性４

施策７－⑥
◀方向性１
◀方向性２
◀方向性３
◀方向性４

施策８－①
◀方向性１
◀方向性２
◀方向性３

施策８－②
◀方向性１
◀方向性２

施策８－③
◀方向性１
◀方向性２
◀方向性３



Ⅳ．評価結果
各事業の評価結果及び基本計画の「まちの姿」別で整理した結果は以下のとおりと

なっています。

＜評価結果一覧＞

＜まちの姿別評価結果＞

＜まちの姿別グラフ＞

評価
Ａ 53
Ｂ 233
Ｃ ４
Ｄ ４

新型コロナウイルス感染症が評価に影響したもの 60

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ ※

まちの姿１ ２ 13 ０ ０ ０
まちの姿２ ３ ３ ０ ０ ０
まちの姿３ 3 22 0 1 10
まちの姿４ 13 52 ０ １ 12
まちの姿５ 7 88 １ １ 14
まちの姿６ １ 29 2 ０ 18
まちの姿７ 17 20 １ １ 6
まちの姿８ 7 ６ ０ ０ ０
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Ⅴ．表の見方

人権が尊重され、市民が主役となるまち

施策１－② 市民参加・市民協働の推進

　関連事務事業

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算科目 2-1-7

具体的な成果

評定 評価の理由

事
業

市民参加と市民協働に関する審議会関係費 決
算
額383 596

所管課 政策室 (千円)

市民参加と市民協働に関する審議会において、市民参加・市民協働の実施状況に関する総合的評価の実施、市民
協働事業提案制度の審査、市民活動支援センターの第三者評価を行った。参加と協働市民フォーラム「狛江☆サミッ
ト」では「私のスキルを生かせるボランティアって何だろう」をテーマに実施予定であったが、新型コロナウイルス感染症の影
響により中止となった。

市民協働事業採択件数
：２事業
無作為抽出による審議会等の
公募市民委員応募数
：49人

B
「狛江☆サミット」は中止となってしまったが、新型コロナウイルス感染症感染拡大の中、オンライン併
用により年６回の審議会を開催することができたほか、市民参加・市民協働の実施状況に関する総
合的評価の実施、市民協働事業提案制度の審査、市民活動支援センターの第三者評価を行う
等、市民活動の活性化と協働の推進に繋がったと考えられるため。

取
組
結
果
・
評
価

まちの姿１

方向性１

まちづくりに参加しやす

い仕組みづくり

方向性２

協働の裾野の拡大

方向性３

市民活動支援センターを

中心とした

市民活動の活性化

①

①対象となる事業、予算科目及び所管課を
 表記しています。

②該当事業の決算額全体を表記しています。

③前期基本計画の施策内容及び方向性に沿った
 令和３年度の取組を記載しています。
 また、附随して、具体的な成果として、
 数値として表記できるものを挙げています。

 取組結果等によって、基本計画の施策
や方向性に沿って、評価を４段階で行い、
その評価に至った理由を記載しています。
 また、「※」印があるものは評価につ
いて、新型コロナウイルス感染症が評価
に影響したものです。

③

②



■評価対象一覧

B
B
B
B
B

B
B
B
B

A
B
B
B
A
B

Ⅵ．事業評価

施策１－① 平和の希求・人権の尊重

方向性１ 平和に対する意識啓発

方向性２ 人権が尊重される環境づくり

方向性３ 男女共同参画社会の推進

方向性４ 多文化共生社会の推進
予算科目 事業
2-1-7 憲法・平和都市関係費 政策室

2-1-7 国際化推進 政策室

2-1-7 男女共同参画施策推進 政策室

2-1-7 人権尊重推進関係費 政策室

10-5-3 日本語教室事業 公民館

施策１－② 市民参加・市民協働の推進

方向性１ まちづくりに参加しやすい仕組みづくり

方向性２ 協働の裾野の拡大

方向性３ 市民活動支援センター（こまえくぼ１２３４）を中心とした市民活動の活性化
予算科目 事業
2-1-7 市民参加と市民協働に関する審議会関係費 政策室

2-1-7 市民活動支援センター関係費 政策室

2-1-7 市民公益活動団体補助 政策室

2-1-7 市民活動関係費 政策室

施策１－③ 市政情報の共有

方向性１ 発信力の強化・双方向による共有

方向性２ 情報公開の推進
予算科目 事業
2-1-3 広報関係費 秘書広報室

2-1-3 ホームページ関係費 秘書広報室

2-1-11 安心で安全なまちづくり関係費 安心安全課

3-2-1 子育てサイト事業 子ども政策課

4-1-4 環境保全実施計画推進 環境政策課

10-1-2 教育広報関係費 学校教育課

ま
ち
の
姿
１

人
権
が
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人権が尊重され、市民が主役となるまち

施策１－① 平和の希求・人権の尊重

　関連事務事業

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算科目 2-1-7

具体的な成果

評定 評価の理由

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算科目 2-1-7

具体的な成果

評定 評価の理由

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算科目 2-1-7

具体的な成果

評定 評価の理由

事
業

憲法・平和都市関係費 決
算
額14 2

所管課 政策室 (千円)

令和４年３月16日～25日に平和パネル展として東京都平和の日条例や東京大空襲等のパネル展示及び啓発資料
の配布を行った。また、東京都平和の日（３月10日）に黙祷を実施した。 平和パネル展の開催：１回

黙祷の実施：１回

B
平和パネル展及び黙祷の実施により、戦争の悲惨さや平和の尊さを見つめ直し、恒久平和への意識
醸成に寄与したため。

事
業

国際化推進 決
算
額165 241

所管課 政策室 (千円)

外国語通訳ボランティア派遣事業において、市内各公共施設へ通訳派遣を行い手続き等での支援を行った。国際交流
協会では、市民まつりに出店しダーツゲームや国当てクイズを実施したほか、ＫＩＦＡたよりの発行、英会話サロン「こまぐ
りっしゅcafe」を開催した。

外国語通訳ボランティア派遣　　
　実績：12件
市民まつり参加者
：延146人（大人13人、
　子ども133人）
ＫＩＦＡたより
　：年２回発行
こまぐりっしゅcafe
　：年10回実施

B
外国語通訳ボランティアの派遣や国際交流協会の多様な活動により、共生社会の推進に寄与したほ
か、外国人の方の生活等に関する支援につなげることができたため。

事
業

男女共同参画施策推進 決
算
額241 859

所管課 政策室 (千円)

男女共同参画推進フォーラムにおいて「自分らしく生きるために～無理をしないで一歩ずつ～」をテーマに家田荘子さんの
講演会を開催した。また、令和３年度から２年間の同委員会の重点テーマであるライフデザイン等について取り上げた情
報誌を作成し、市内施設等への配布や町会・自治会への回覧等により広く情報提供を行った。

男女共同参画推進フォーラム
参加者：59人
情報誌発行回数：１回

B
市民への啓発の機会としてフォーラムを開催したほか、情報誌の発行・配布を行い、男女共同参画に
対する市民意識の醸成に寄与したため。

取
組
結
果
・
評
価

取
組
結
果
・
評
価

取
組
結
果
・
評
価

まちの姿１

方向性１
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社会の推進

方向性４
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の推進



R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算科目 2-1-7

具体的な成果

評定 評価の理由

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

予算科目 10-5-3

具体的な成果

評定 評価の理由

事
業

人権尊重推進関係費 決
算
額261 1,366

所管課 政策室 (千円)

「人権を尊重しみんなが生きやすい狛江をつくる基本条例」を実効性のあるものとするため、現状の人権に関する意識の
把握を行うことを目的として、無作為に抽出した市民2,500人を対象に人権に関する市民意識調査を実施し、狛江市
人権尊重推進会議での検討を経て、人権施策の方向性を示す狛江市人権施策推進指針を令和４年３月に策定し
た。また、人権施策を推進するための庁内体制を強化するため、男女共同参画とあわせた狛江市人権・男女共同参画
推進本部を設置した。
市役所２階ロビーにて人権パネル展を開催し、人権啓発に関するパネル展示や啓発品の配布を実施した。また、法務省
による全国的な取組として、学校におけるいじめや体罰、家庭内での虐待等の問題に対する活動として、小・中学校の児
童・生徒に「子どもの人権SOSミニレター」を配布し、教師や保護者にも相談できない子どもの悩みごとを的確に把握する
ことで、子どもをめぐる様々な人権問題を解決するための措置を講じた。

狛江市人権尊重推進会議
：年４回開催
狛江市人権施策推進指針
：令和４年３月策定
人権に関する市民意識調査
実施：無作為抽出の市民
2,500人（回答数：1,115
人、回答率44.6％）

B
人権に関する市民意識調査を実施し、狛江市人権尊重推進会議で検討を経て、狛江市人権施策
推進指針を策定したほか、庁内の人権施策推進体制を強化するため、狛江市人権・男女共同参画
推進本部を設置したことで、市民及び職員の人権への意識醸成にもつなげたため。

事
業

日本語教室事業 決
算
額386 386

所管課 公民館 (千円)

日本語教室事業は、生活の中で言葉に困っている方や交友関係を広げたい外国人が、日本の社会に溶け込み、充実し
た生活を送ることを目的として実施している。令和3年度においては、新型コロナウイルス感染症拡大防止に伴うまん延防
止等重点措置の適用により、開室時間が30分短縮された期間があったものの、前年度と同様に感染症対策に十分配
慮するとともに、Web教材を導入し、オンラインでの受講を可能にするため、Wi-Fiやタブレット等、環境面を整備した。

日本語教室参加者
：延614人

B
新型コロナウイルス感染症の影響により、短縮授業となった期間はあったものの、ボランティアを対象とし
た基礎講座を実施するとともに、リモート授業やオンライン教材を導入するために新たな環境整備をする
ことで、学習機会の拡充や質の向上を目指す活動へつなげる等、「多文化共生社会の推進」に寄与
したため.

取
組
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